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第一部　労働者状態

III　賃金と労働時間

２　労働時間

労働時間の動向

　労働省「毎月勤労統計調査報告――全国調査」によると（第36表）、調査産業計の一九八一年の

平均総実労働時間は一七五・一時間で、前年の一七五・七時間にくらべて〇・六時間（マイナス〇・

四ポイント）の微減、製造業では一七七・四時間で前年の一七八・二時間にくらべて〇・八時間（マイ

ナス〇・四ポイント）の減少となっている。

　総実労働時間のうち所定内労働時間は、調査産業計で一六一・七時間（前年一六二・二時間）、

製造業で一六一・四時間（前年一六一・八時間）でそれぞれ微減となっている。所定外労働時間は、

調査産業計で一三・四時間（前年一三・五時間）、製造業で一六・〇時間（前年一六・四時間）でそれ

ぞれ一・二ポイント、二・二ポイントの減少となっている。

　産業大分類別にみて、総実労働時間がもっとも長いのは建設業一八九・三時間であり、ついで鉱

業一八七・四時間、運輸・通信業一七九・九時間であり、またもっとも短いのは金融・保険業一六〇・

九時間、ついで電気・ガス・水道業一六八・六時間、サービス業一六九・九時間の順となっている。

所定外労働時間がもっとも長いのは、鉱業二一・三時間、ついで運輸・通信業一七・八時間、製造業

一六・〇時間、建設業一五・六時間の順となっている。

　産業中分類別にみて、総実労働時間がもっとも長いのは木材の一八五・四時間、ついで家具一八

三・七時間、出版・印刷一八三・六時間、輸送用機器一八三・〇時間、金属製品一八一・七時間の

順である。また、もっとも短いのは、化学の一六四・三時間、ついで石油・石炭一七〇・六時間、精密

機器一七一・七時間、ゴム一七二・六時間、鉄鋼一七二・九時間の順となっている。所定外労働時

間がもっとも長いのは、輸送用機器二四・八時間、ついで出版・印刷二三・一時間、一般機械一九・

六時間、金属製品一八・〇時間の順である。

　規模別の労働時間を製造業についてみると（第37表）、まず総実労働時間では五〇〇人以上が一

七五・六時間（一〇〇）であるのにたいして、一〇〇～四九九人の規模は一七五・四時間（九九・

九）、三〇～九九人の規模は一八二・〇時間（一〇三・六）、五～二九人の規模は一八二・二時間

（一〇三・八）である。九九人以下の規模の企業の労働時間が長い。

　所定外労働時間をみると、五〇〇人以上の規模の企業が一九・五時間（一〇〇）であるのにたい

して、一〇〇～四九九人は一五・一時間（七七・四）、三〇～九九人は一三・一時間（六七・二）とな

っており、前年同様規模の小さい企業ほど所定外労働時間が短く、総実労働時間とは逆の格差とな

っている。したがって所定内労働時間は、企業の規模が小さいほど長いことになる。
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　つぎに製造業の規模別労働時間の対前年同期増減率を第38表によってみると、まず総実労働時

間については、五〇〇人以上の規模が〇・二ポイント減、一〇〇～四九九人が〇・五ポイント減、三

〇～九九人が〇・五ポイント減、五～二九人が一・二ポイント減であり、規模の小さいほど減少幅が

大きくなっている。所定外労働時間をみると、五〇〇人以上が二・四ポイント減、一〇〇～四九九人

が二・五ポイント減、三〇～九九人が二・〇ポイント減となっており、企業の規模を問わず不況の影

響によって残業が減少していることを示している。

週休二日制

　労働省の八一年「賃金労働時間制度調査」は、「賃金制度」だけが本年鑑の執筆時期までに発表

され、「労働時間制度」については未発表である。そこで「労働時間制度」は、八〇年九月の数字（第

39表）を用いて分析することにしたい。

　なんらかのかたちで週休二日制を採用する企業は、規模計で四七・六％で、前年にくらべて一・五

ポイント増加している。これを形態別にみると、月一回一七・三％、月二回一三・〇％、隔週八・

八％、月三回三・三％、完全五・四％である。完全は前年より〇・二ポイント低下しており、月一回の

増加率が二・五ポイントともっとも多い。

　企業規模別にみると、一〇〇〇人以上規模企業では、なんらかのかたちの週休二日制の採用が

九〇・二％に達し、前年より〇・九ポイントの増加である。このうち完全週休二日制は三〇・六％で、

前年にくらべて一・六ポイントの減少、月三回も一〇・八％で前年より四・二ポイントの減少を示し、

隔週が一五・一％（前年一二・七％）、月二回一八・六％（一五・二％）、月一回一五・一％（一四・

二％）それぞれ増加となっている。このように完全や月三回の週休二日制が減少しているのは、不

況の影響だといってよい。

　一〇〇～九九九人規模企業では、なんらかのかたちの週休二日制の採用率は、六三・一％で、前

年より〇・九ポイント増加している。このうち完全は一〇・七％で、前年より〇・四ポイント減少、月三

回は五・二（前年四・七）、隔週一一・一％（一三・三％）、月二回一六・九％（一五・九％）、月一回一

九・三％（一七・一％）となっており、この規模においては月一回がもっとも多い。三〇～九九人規模

企業では、なんらかのかたちの週休二日制の採用比率は四〇・一％で、前年より二ポイント増加し

ている。このうち完全は、二・五％（前年二・五％）、月三回二・三％（二・〇％）、隔週七・六（八・

二％）、月二回一一・二％（一一・五％）、月一回一六・五％（一三・九％）となっている。

　労働省の前記調査によって、週休二日制の適用を受ける労働者の割合を産業別にみると、金融・

保険業九五％、電気・ガス・水道業八一・八％、不動産業六八・二％、卸売・小売業五七・三％、製

造業五六・〇％の順となっている。比率がもっとも低いのは建設業二〇・五％であり、ついで鉱業二

二・三％、運輸・通信業二九・〇％の順となっている。

週休以外の休日および年次有給休暇

　週休以外の休日の平均休日日数は、調査産業計で一六・八日で、日数階級別の企業分布をみる

と、一五～一九日のものの割合が四二・三％ともっとも多く、ついで二〇～二四日二七・九％、一〇

～一四日一二・二％の順となっている。企業規模別に平均休日日数をみると、一〇〇〇人以上の規

模の企業は一六・九日、一〇〇～九九九人は一七・三日、三〇～九九人は一六・五日であり、一〇

〇～九九九人の規模の企業の休日数がもっとも多い。休日の種類別実施率をみると、年末、年始

の休日九三・三％、国民の祝日が九二・八％、夏季休暇用特別休日が七二・一％となっている。ま

たそれぞれの休日の日数をみると、国民の祝日が九・三日、年末・年始の休日が四・二日、夏季休



暇用特別休日が二・四日となっている。

　年次有給休暇の平均をみると、調査産業計では給与日数一四・四日、取得日数八・八日の消化率

六一・三％である。規模別に消化率をみると、一〇〇〇人以上六二・七％、一〇〇～九九九人六

一・二％、三〇～九九人五八・六％であり、規模が小さいほど消化率が低くなっている。
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